
三鷹市告示第 403 号 

三鷹市「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和 23 年三鷹市条例第 15号）第３条の規定に基づき、令和６年度上

半期（令和６年４月１日～令和６年９月 30 日）における財政運営状況及び令和５年度決算概況を公表します。 

 

令和６年 12月２日 

 

三鷹市長  河 村    孝 

 

 

１ 令和６年度上半期の財政運営状況 

 

令和６年度の三鷹市の予算総額は1,229億804万4千円であり、前年度予算に比べ4.9％の増となっています。前年度予

算と比較すると、一般会計が53億4,487万3千円（6.9％）の増となっています。また、特別会計では、後期高齢者医療特

別会計が東京都後期高齢者医療広域連合への納付金の増などにより2億2,463万円（4.5%）の増となっています。 

本市の財政の根幹である市税収入については、企業収益の見込みなどを反映して法人市民税が1億4,413万5千円、9.8％

の増、土地の評価替えなどにより、固定資産税が2億1,083万2千円、1.4％の増、都市計画税が8,912万6千円、3.1％の増

となるものの、国の総合経済対策に基づく定額減税の実施などにより個人市民税が8億5,064万2千円、4.4％の減収により、

市税全体の予算額は、前年度予算と比較して3億7,587万8千円、0.9％減の398億4,945万7千円と見込んでいます。なお、

定額減税の減税分は地方特例交付金により全額補填されることから、市税を含めた一般財源総額は前年度を上回ります。 

令和６年度は、原油価格・物価高騰への支援を継続するとともに、『第５次三鷹市基本計画』の実行元年として、「コ

ミュニティ創生と未来への投資」を優先課題とし、「あすへのまち三鷹」の実現に向けた持続可能なまちづくりの取組を

進めていきます。 

 

 

<第１表> 令和６年度上半期主要事業 

● 『第５次基本計画』における施策の柱等 

施策の方向性等 内          容 

「未来への投資」 

 

・公共施設への太陽光発電設備の設置 

・災害時避難行動要支援者の個別避難計画作成の推進 

・姉妹町等と連携したカーボンオフセット事業の実施 

・さくら通り駐車場・駐輪場の一部返還に伴う整備工事の実施 

・みたかバスネットの抜本的な見直し 

・国立天文台と連携したまちづくりの推進 

・三鷹幼稚園跡地の利活用 

・三鷹駅前地区再開発の推進 

・防災ＮＰＯ団体「Mitakaみんなの防災」の運営支援 

・中原小学校の建替えに向けた取組 

・井口グラウンド（仮称）の整備工事等の実施 

 

 

「コミュニティ創生」 

 

・「みたか地域ポイント」の本格運用 

・人権施策の推進 

・「三鷹市コミュニティ推進計画（仮称）」の策定 

・地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制の推進 

・三鷹市福祉Laboどんぐり山の本格運営 

・住宅確保要配慮者への居住支援 

・三鷹こ線人道橋跡ポケットスペース（仮称）の整備 

・地域子どもクラブ事業の拡充 

 

 

  

 

 

 



 

施策の方向性等 内          容 

原油価格・物価高騰への

対策 

・介護・障がい福祉サービス事業所への食材費高騰に伴う支援の延長 

・低所得者支援及び定額減税を補足する給付金による生活支援 

・保育施設等への食材費高騰に伴う支援の延長 

・融資あっせん制度の対象要件の拡充 

・学校給食の食材費高騰に伴う支援の延長 

 

 

その他の重点施策 

 

・まちづくり応援寄付の推進 

・ガバメントクラウドの導入に係る取組 

・スマートシティ三鷹の実現に向けた取組 

・市税総合窓口の開設 

・学童保育所待機児童ゼロの継続等に向けた取組 

・産後ケア事業の拡充 

・がん検診等の充実による市民の健康増進への取組 

・男性のＨＰＶワクチン接種費用の公費負担の実施 

・環境基金を活用した住宅・建築物の脱炭素化の支援 

・都市農地の保全・創出支援に向けた取組 

・熱中症対策の推進 

・学校給食費の無償化の実施 

 

 

 

 



（１）　歳入歳出予算の執行状況

    ア  歳入歳出予算の各会計別執行状況は、第２－１表及び第２－２表のとおりです｡

    イ  歳入歳出予算の各会計別規模の推移は、第３表のとおりで、当初予算比５億8,306万円の増（繰越明許費等を除く）となっています。

    ウ　補正予算に係る事業は、第４表のとおりです。

<第２－１表>　令和６年度歳入歳出予算の各会計別執行状況（令和６年９月30日現在）

　 （単位：万円）

一般会計 844億 4,434 393億 7,695 345億 1,532

国民健康保険事業特別会計 187億 8,455 69億 3,042 65億 1,187

介護サービス事業特別会計 6億 9,169 3億 2,852 3億 3,251

介護保険事業特別会計 150億 2,013 72億 4,385 60億 1,957

後期高齢者医療特別会計 52億 2,370 20億 573 16億 6,214

      合         計 1,241億 6,441 558億 8,547 490億 4,141

#REF! #REF! 557 18,547 489 14,141

<第２－２表>　令和６年度下水道事業会計執行状況（令和６年９月30日現在）

（単位：万円）

収入 35億 2,358 19億 8,995 －

支出 33億 3,315 － 8億 2,896

収入 20億 8,383 2億 5,647 －

支出 27億 2,854 － 4億 3,223

予算現額 収入済額 収 入 率 支出済額

45.0%

－ 15.8%

38.4%

47.5%

40.1%

収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

支出済額収入済額 収 入 率予算現額

36.9%

48.2%

46.6%

執 行 率

－

31.8%

40.9%

34.7%

39.5%

執 行 率

56.5%

48.1%

12.3%

24.9%

－

－



<第３表>　歳入歳出予算の各会計別規模の推移 （下水道事業会計を除く。）

（単位：万円）

年度

R6 831億 8,797 1億 2,703

R5 778億 4,310 10億 3,131 1億 7,703 6億 1,963 1億 8,952

 国民健康保険事業 R6 187億 8,455

 特別会計 R5 187億 9,774

 介護サービス事業 R6 6億 9,169

 特別会計 R5 6億 7,455

 介護保険事業 R6 150億 2,013

 特別会計 R5 148億 3,398

 後期高齢者医療 R6 52億 2,370

 特別会計 R5 49億 9,907

R6 1,229億 804 1億 2,703

R5 1,171億 4,844 10億 3,131 1億 7,703 6億 1,963 1億 8,952

年度

R6 4億 2,681 2,922 6億 7,331 844億 4,434

R5 2億 328 2億 5,826 803億 2,213

 国民健康保険事業 R6 187億 8,455

 特別会計 R5 187億 9,774

 介護サービス事業 R6 6億 9,169

 特別会計 R5 6億 7,455

 介護保険事業 R6 150億 2,013

 特別会計 R5 148億 3,398

 後期高齢者医療 R6 52億 2,370

 特別会計 R5 49億 9,907

R6 4億 2,681 2,922 6億 7,331 1,241億 6,441

R5 2億 328 2億 5,826 1,196億 2,747

※ < >は、補正号数を示します。

当初予算

各年度９月30日現在

 一般会計

３月補正 ４月補正 ６月補正

合      計

合      計

９月補正 繰越明許費等

 一般会計

<2><1>

<1>

<3> <4>

<2> <3>

<5>



<第４表>  補正予算に係る事業

  令和６年６月　一般会計補正予算（第１号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （総務費）

・新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金 4,441 ・美術資料等収集関係費の増 880

（都支出金） （衛生費）

・市町村総合交付金の増 5,700 ・乳幼児等予防接種事業費の増 5,264

・ＨＰＶワクチン男性接種補助金 584 ・高齢者等予防接種事業費の増 868

・小児インフルエンザワクチン任意接種補助金 1,941 ・予防接種事故対策関係費の増 4,441

・高齢者肺炎球菌ワクチン任意接種補助金 316 ・先導的環境活動支援事業費の増 1,200

・体育健康教育推進校事業委託金 50 （教育費）

（繰入金） ・体育健康教育推進校事業費 50

・環境基金とりくずし収入の増 1,200

・財政調整基金とりくずし収入の減 △1,529

計 1億 2,703 計 1億 2,703

  令和６年９月　一般会計補正予算（第２号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（都支出金） （総務費）

・乳幼児医療費助成事業費補助金の増 181 ・財政調整基金積立金の増 1,523

・義務教育就学児医療費助成事業費補助金の増 5,433 ・まちづくり施設整備基金積立金の増 158

・高校生等医療費助成事業費補助金の増 3,444 （民生費）

・ひとり親家庭等医療費助成事業費補助金の増 409 ・調布基地跡地福祉施設整備事業費の減 △1,361

（繰越金） ・健康福祉基金積立金の増 7

・前年度繰越金の増 1億 6,430 ・乳幼児医療費助成事業費の増 487

（諸収入） ・義務教育就学児医療費助成事業費の増 1億 7,814

・調布基地跡地福祉施設負担金収入の減 △907 ・高校生等医療費助成事業費の増 6,085

・予防接種費負担金収入の増 2,456 ・ひとり親家庭等医療費助成事業費の増 615

・新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金収入 1億 5,235 ・子ども・子育て基金積立金の増 58

（衛生費）

・高齢者等予防接種事業費の増 1億 7,292

・環境基金積立金の増 3

計 4億 2,681 計 4億 2,681

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額



  令和６年９月　一般会計補正予算（第３号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（都支出金） （民生費）

・保育所等物価高騰緊急対策事業費補助金 1,439 ・保育施設等物価高騰対策支援事業費の増 890

・新型コロナワクチン定期接種特別補助金 1,774 （衛生費）

（繰入金） ・高齢者等予防接種事業費の増 2,032

・財政調整基金とりくずし収入の減 △549

（諸収入）

・予防接種費負担金収入の増 258

計 2,922 計 2,922

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額



（２）　市民負担の状況

　　　　市税の市民負担の状況は、第５－１表のとおりです。

　　　　市税のうち、地方税法に基づく目的税として、入湯税は観光振興事業に要する費用に、都市計画税は街路事業、公園事業、

　　　下水道事業などの都市計画事業に充当しています。

　　　　国民健康保険税の市民負担の状況は、第５－２表のとおりです。

<第５－１表>　市税の市民負担の状況

構成比 市民１人当たり １世帯当たり 構成比 市民１人当たり

          （万円） 　（％） の負担額(円) の負担額(円)           （万円） 　（％） の負担額(円)

206億 3,482 51.7 108,266 211,180 市民税 203億 2,104 51.8 106,877

154億 5,894 38.7 81,110 158,209 固定資産税 151億 2,215 38.6 79,534

1億 1,842 0.3 621 1,212 軽自動車税 1億 1,514 0.3 606

4億 2,020 1.1 2,205 4,300 市たばこ税 4億 2,622 1.1 2,242

0 0.0 0 0 入湯税 0 0.0 0

3億 8,005 0.9 1,994 3,890 事業所税 4億 622 1.0 2,136

29億 3,175 7.3 15,382 30,004 都市計画税 28億 4,186 7.2 14,946

399億 4,418 100.0 209,578 408,795 合   計 392億 3,263 100.0 206,341

令和６年９月30日現在 令和５年９月30日現在

　　人口 190,593 人（外国人住民を含む。） 　　人口 190,135 人（外国人住民を含む。）

　　世帯 97,712 世帯 　　世帯 96,825 世帯

<第５－２表>　国民健康保険税の市民負担の状況　　

R6   3,835 14億 8,187 36.7

R5   5,720 14億 3,674 38.2

　令和６年度（令和６年９月30日現在） 　被保険者 33,890 人 世帯数 24,487 世帯

　令和５年度（令和５年９月30日現在） 　被保険者 34,734 人 世帯数 24,816 世帯

405,191

29,351

令和５年度現年課税分（令和５年９月30日現在）

課　税　額 １世帯当たり

の負担額(円)

209,874

156,180

1,189

4,402

0

4,195

37億

令和６年度現年課税分（令和６年９月30日現在）

課　税　額

課税額　（万円） 収入額　（万円）

40億

税      目

年度

151,402

164,918

収入率
　（％）

 被保険者１人当た

 りの負担額  （円）

 １世帯当たりの

 負担額　　　（円）

108,171

119,161



（３）　財産、市債及び一時借入金の状況

　①　不動産の状況

  令和５年度末と比較して、市有物件では、土地が183.50㎡の増、建物が99.36㎡の減になっています。

  全体の状況は、第６－１表のとおりです。

　②　基金その他の状況

　全体の状況は、第６－２表のとおりです。

　③　市債及び企業債、一時借入金の状況

　市債及び企業債、一時借入金の状況は、第６－３表のとおりです。

※令和５年度末：令和６年３月31日現在

<第６－１表>　　不動産の状況（令和６年９月30日現在）

　　　

 区　　　　　分

 土　　　　　地 ㎡ ㎡ ㎡

 建　　　　　物 ㎡ ㎡ ㎡

　令和５年度末と比較して、環境基金が681万円の減となる一方で、財政調整基金が5億2,061万円、

まちづくり施設整備基金が3億1,600万円、 子ども・子育て基金が2億6,879万円、健康福祉基金が

1億1,363万円の増となったことなどにより、全体では12億5,841万円の増となりました。

借  用  物  件 計市  有  物  件

758,170.75

342,534.26

43,358.25

8,172.34

801,529.00

334,361.92



<第６－２表>　　基金その他の状況（令和６年９月30日現在）

（積立基金） 　　　　　 （単位：万円）

8,061

126

5,401

876

6,674

6,445

2,026

614

223

（定額運用基金） （単位：万円）

700

300

1,000

（単位：台）

104

<第６－３表>　　市債及び企業債、一時借入金の状況(令和６年９月30日現在) (単位：万円)

　一般会計 277億 656 0

　介護サービス事業特別会計 5億 8,048 0

　下水道事業会計 95億 3,163 0

378億 1,867 0

282億 8,704

30億

9億

214億

  介護保険保険給付費準備基金

2億

金　　　額

30億

名　　　　　称

　財政調整基金

　健康福祉基金

金　　　額

66億

50億　まちづくり施設整備基金

　庁舎等建設基金 24億

　国民健康保険高額療養資金及び出産資金貸付基金

　介護保険高額サービス費資金貸付基金

合　　　　　計

　平和基金

  環境基金

  子ども・子育て基金

合　　　　　計

名　　　　　称

車　　　　　両

借用車両４台を含む。

会　　　　　計 市債・企業債

　合         計

一時借入金



39,849

4,592

1,237

15,521

11,486

3,530
1,307 1,927 1,366

3,629

23,072

2,600

588

6,115

2,533

0

2,410

172 0
1,887

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

令和６年度上半期 一般会計歳入予算収入状況 (令和６年９月30日現在）

市税 地方消費
税交付金

使用料及び
手数料

国庫支出金 都支出金 繰入金 繰越金 市債 その他諸収入

＜予算現額 844億44百万円＞ ＜収入済額 393億77百万円＞

予算現額

収入済額

(単位：百万円）

9,819

43,592

5,733 5,828

2,279

10,801

3,386
3,006

4,306

18,622

1,983 2,590
1,061

4,366

963 624
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

令和６年度上半期 一般会計歳出予算執行状況

予算現額

支出済額

(単位：百万円）
＜予算現額 844億44百万円＞ ＜支出済額 345億15百万円＞

(令和６年９月30日現在）



２ 令和５年度決算概況 

     

令和５年度の予算現額（最終予算額）は、全会計の合計で 1,233億 5,556 万円となり、これに対する歳入決算額は 1,182

億 9,772万 5 千円で、収入率は 95.9％、歳出決算額は 1,155億 5,346万 9 千円で、執行率は 93.7％となりました。決算

規模を前年度と比較すると、歳入及び歳出ともに、2.0％の増となっています。 

本市の歳入の根幹である市税収入の決算規模は 406 億 1,054 万円で、前年度比 6億 6,399万 4 千円、1.7％の増となり

ました。この要因は、納税義務者数や給与所得の増加などによる個人市民税の増や、令和４年度の税制改正による土地の

特例措置の終了などによる固定資産税・都市計画税の増などによるものです。 

歳出面では、令和５年５月の５類移行後も独自の新型コロナウイルス感染症対策を継続したほか、物価高騰への機動的

な対応を基礎とした各施策を着実に進めるとともに、国や東京都の交付金の有効活用や、令和４年度決算で生じた実質収

支及び令和５年度の執行において生じた不用額等の基金への積み立てなど、令和６年度以降の厳しい財政状況を見据え、

堅実な財政運営に努めました。 

このような状況の中、①新型コロナウイルス感染症対策の継続と物価高騰への機動的な対応、②『第５次三鷹市基本計

画』の策定を見据えた施策の推進、③持続可能な自治体経営の推進、の３点を市政運営の基本的な考え方に据え、基本構

想が掲げる「人間のあすへのまち」の実現に向けて、「高環境・高福祉のまちづくり」を進めました。 

 

 

 

<第７表> 令和５年度主要事業 

● 第４次基本計画（第２次改定）における施策の柱等 

施策の柱等 内          容 

成熟した都市の質的向上を

めざす「都市再生」 

 

・災害時避難行動要支援者の個別避難計画作成の推進 

・住宅・建築物の脱炭素化の支援 

・持続可能な都市農業に向けた実証 

・食育の推進 

・市内産農産物の活用促進に向けた取組 

・みたかバスネットの抜本的な見直し 

・国立天文台と連携したまちづくりの推進 

・井口特設グラウンドの利活用の検討 

・三鷹駅前地区再開発の推進 

・ＮＰＯ法人Mitakaみんなの防災の運営支援 

・学校施設の大規模改修工事の実施 

 

 

ともに支えあう地域社会を

生み出す「コミュニティ創

生」 

 

・「みたか地域ポイント」の更なる充実 

・「人権を尊重するまち三鷹条例」の制定に向けた取組 

・吉村昭書斎の整備 

・地域で共生する社会の実現に向けた取組の推進 

・三鷹市福祉Laboどんぐり山の開設 

・スクール・コミュニティの実現に向けた学校３部制のモデル実施 

・三鷹こ線人道橋の一部保存に向けた検討と調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

施策の柱等 内          容 

新型コロナウイルス感染症

及び原油価格・物価高騰へ

の対策 

【新型コロナウイルス感染症対策】 

・新型コロナウイルス感染症対策の推進 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業の継続 

 

【原油価格・物価高騰対策】 

・介護・障がい福祉サービス等事業所への食材費・光熱費等の高騰に伴う支援の延長 

・電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の給付 

・保育施設等への食材費・光熱費等の高騰に伴う支援の延長 

・国の総合経済対策に基づく低所得世帯への支援 

・農家への肥料等購入費用の支援 

・農家への施設栽培用暖房設備の燃料購入費用の支援 

・理美容事業継続支援事業の実施 

・タクシー事業者への継続支援給付金の給付 

・学校給食の食材費高騰分の支援 

 

 

その他の重点施策 

 

・市民参加でまちづくり協議会の活動の推進 

・基本構想及び基本計画の策定に向けた取組 

・ウクライナへの人道支援の拡充 

・スマートシティ三鷹の実現に向けた取組 

・住民税額試算・申告書作成支援サービスの導入 

・学童保育所待機児童ゼロの継続に向けた取組 

・義務教育就学児・高校生等の医療費助成の拡充 

・保育施設等における安全対策への支援 

・「三鷹市休日・夜間 診療所・薬局」の運営 

・妊婦・子育て支援の充実 

・帯状疱疹ワクチンの一部公費負担の実施 

・中小企業等への新たな支援 

・小学校における朝開放の実施 

・「三鷹まるごと博物館」事業の実施 

・大沢野川グラウンドの利用再開に向けた取組 

 

 

 

 



（１）　各会計の歳入歳出決算概要

　　　　令和５年度の各会計別歳入歳出決算概要は、第８表のとおりです。

<第８表>　　令和５年度各会計別歳入歳出決算概要

収入率 執行率

836億 8,892 802億 334 95.8%  777億 9,372 93.0%  

　国民健康保険事業特別会計 188億 8,372 180億 7,138 95.7%  179億 2,268 94.9%  

  介護サービス事業特別会計 6億 7,455 6億 322 89.4%  6億 22 89.0%  

  介護保険事業特別会計 151億 930 145億 3,885 96.2%  143億 6,238 95.1%  

  後期高齢者医療特別会計 49億 9,907 48億 8,094 97.6%  48億 7,447 97.5%  

　　　　合　　　計 1,233億 5,556 1,182億 9,773 95.9%  1,155億 5,347 93.7%  

執行率

収入 35億 9,827 33億 1,343 92.1%  

支出 33億 3,668 30億 3,288 90.9%  

収入 19億 1,256 8億 9,432 46.8%  

支出 26億 1,739 16億 2,545 62.1%  

　一般会計

(単位：万円)

予算現額
歳入決算額 歳出決算額

金額 金額

収益的収入
及び支出

資本的収入
及び支出

下水道事業
会計

予算現額
決算額

金額



40,425

4,682

1,213

16,508

10,929

1,908 2,309 1,198

4,517

40,610

4,514

1,205

15,293

10,739

60
2,309 1,011

4,462

0
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40,000

45,000

令和５年度一般会計 歳入予算収入状況（決算）

10,817

25,532

4,0404,241

15,017

384

9,203

1,250

7,310

＜一般会計歳出決算額 777億94百万円＞

人件費 13.9%

扶助費 32.9%

公債費 5.2%投資的経費 5.5%

物件費 19.3%

維持補修費 0.4%

補助費等 11.8%

繰出金 9.4%

積立金 1.6%

(単位：百万円)

令和５年度一般会計 性質別経費の状況（決算）

市税 使用料及び
手数料

国庫支出金 都支出金 繰越金 市債 その他地方消費税
交付金

繰入金

（単位：百万円） ＜予算現額 836億89百万円 収入額 802億3百万円＞

予算現額

収入済額

10,322

43,341

6,078 5,652

2,276

10,272

4,049

1,699

9,329

41,253

4,883 5,004

2,225

9,553

4,040

1,507
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50,000

総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

令和５年度一般会計 歳出予算執行状況（決算）
（単位：百万円） ＜予算現額 836億89百万円 支出額 777億94百万円＞

予算現額

支出済額


